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インタ ネーット上での選挙公報との接触とその効果
―2016年参院選データを用いた分析
岡 本 哲　和
和文要旨
　本稿の目的は、2016年参院選時に実施した調査の結果に基づいて、どのよ
うな人がインターネットで選挙公報に接触した（あるいは接触しなかった）
のか、そして紙媒体の選挙公報との接触と比較して、インターネットを通じ
たそれとの接触がもたらす影響に違いはあったのかどうかを検証することに
ある。その結果、以下が明らかとなった。第 1 に、インターネットで選挙公
報に接触した人の割合は比較的高かった。第 2 に、若い世代ほど、インター
ネットで選挙公報が提供されていることを知らないという傾向が見られた。
その一方で、「ネットでの提供のことを知っていたならば、選挙公報を読んで
いたと回答した」と回答した割合も、若い世代ほど高かった。第 3 に、紙媒
体のみでの選挙公報との接触あるいはインターネットのみの接触と比較して、
紙媒体とインターネットの両方で接触した方が投票参加の確率は高まるとい
う傾向が見いだされた。この結果は、投票参加の促進のためには、選挙情報
提供のための手段を多様化することだけでは十分でないとの政策上の含意を
有する。
英文要旨
 OfficialcampaignbulletinsoftheJapanesenationalelectionhavebeen
postedonthewebsitesbytheElectionAdministrationCommissionssince
2012. The main purposes of this study are to investigate how many
electorates read official campaign bulletins online and to examine its
impact onvoting, using thedata from the 2016UpperHouse election of
Japan.
 Thefindingsare:（1）thenumberof internetuserswhoaccessedthe
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public campaign bulletin via the Internet is not small（49.2％ of the
samples drawn from Internet users）,（2） younger persons were more
likely toreadofficialcampaignbulletinsonline,（3）thepersonwhoread
official campaignbulletinsbothonlineandonpaper,weremore likely to
be encouraged to vote than those who read them either online or on
paper.The last result implies that ameremultiplication of the tools for
providingelectoral informationmightnotbeuseful for increasingturnout.
Ⅰ　はじめに1）
　2011年 3 月11日に発生した東日本大震災を大きなきっかけとして、国政選挙
では2012年12月16日に投票が行われた第46回衆議院選挙から、インターネット
による選挙公報の提供が行われるようになった2）。本稿の目的は、2016年参院
選時に著者が実施したインターネット・ユーザー調査の結果に基づいて、（1）
どのような人がインターネットで選挙公報に接触した（あるいは接触しなかっ
た）のか、（2）有権者がインターネットで選挙公報と接触した目的は何であっ
たのか、そして（3）紙媒体の選挙公報との接触と比較して、インターネットを
つうじた選挙公報との接触がもたらす影響に何らかの違いがあったのかどうか
を明らかにすることにある。インターネットでの選挙関連情報との接触が有権
者の行動に及ぼす影響についての研究は、候補者や政党によるウェブサイトや
SNS を対象とするものが大半であった。また、選挙公報との接触が投票行動等
に与える影響についての従来の研究は、紙媒体の選挙公報を扱っている。この
点で、インターネットでの選挙公報との接触に焦点を合わせている本研究は一
定の新規性を有する。
　本稿の構成は次のとおりである。まず、どれだけの人がインターネットで選
挙公報に接触したのか、さらにインターネットによる接触を行ったのはどのよ
うな人であったのかを、紙媒体の選挙公報接触者との比較によって示す。それ
とともに、インターネットでの接触の非経験者を対象として、インターネット
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で選挙公報にアクセスしなかった理由についても検討を行う。続いて、インタ
ーネットで選挙公報と接触した理由がどのようなものであったのかについて、
2016年参院選における候補者ウェブサイトおよび候補者による SNS との接触理
由とも比較しながら検討を加える。さらに、インターネットでの選挙公報との
接触がどのような影響を有権者に対して及ぼしたかについて、投票参加への影
響に焦点を合わせて検証を行う。分析結果として、紙媒体のみでの選挙公報と
の接触あるいはインターネットのみでの接触と比較して、紙媒体とインターネ
ットの両方で接触することが投票参加の確率を高める効果をもたらしたことが
示される。最後に、投票参加の促進に対して、本稿での結果が持ち得る規範的
な意味についての議論を行いたい。
Ⅱ　調査の概要
　本研究では、著者が実施したサーベイ調査の結果を用いて議論を進める。調
査は全国の18歳以上の有権者を対象として、2016年 7 月10日の参議院選挙投票
日の 2 日後にあたる 7 月12日にインターネット調査会社に委託して実施された。
対象は「今回の参議院選挙に関して、公示期間および投票日（ 6 月22日～ 7 月
10日）の前後に接触したメディア」として「インターネット」を挙げた回答者
である。
　調査はウェブサイトを通じて行われた。回答者はインターネット・ユーザー
となるため、その属性は一般的な有権者のそれとはやや異なっている可能性が
ある。だが、本稿の主たる目的は、紙媒体か、あるいはインターネットを通じ
てかという選挙公報との接触形態の違いが投票に及ぼす影響を検証することに
ある。そのため、選挙公報との接触形態や接触が与える効果とも関係があると
予想される様々な要因からの影響が、サンプルをインターネット・ユーザーに
限定することによってコントロールされるという分析上の利点がある。
　2016年参院選で特に大きく注目されたのは、18歳への選挙権引き下げである。
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そこで、10代有権者のサンプル数を十分に確保することが研究上重要であると
考えて、10代から60代以上までの世代ごとに、サンプル数の均等割付を行った。
結果として得られた1034名を対象として、以下の分析を進めることとする。
Ⅲ　選挙公報との接触状況
1 ．どれだけの人がインターネットで選挙公報を見たのか
　まず、調査サンプルの内で、どれだけの人がインターネットで選挙公報を読
んだかを確かめる3）。国政選挙（および知事選挙）では、選挙公報が必ず発行
される（公職選挙法第167条）。衆議院および参議院選挙では必ず選挙公報のイ
ンターネット掲載が行われるようになっており、本稿が対象とする2016年参院
選でも、ネット掲載はすべての都道府県の選挙管理委員会ウェブサイトで行わ
れた。それゆえ、ネットでの選挙公報への接触に対して、回答者の居住地が影
響を及ぼしていることはないと考えられる。
　著者による調査結果では、「忘れた」との回答（29名）を除く1005人のうちの
71.3パーセント（717人）が、2016年参院選において発行された選挙公報を何ら
かの形で見たと回答している。一般的に、テレビの政見放送や新聞広告などと
並んで、選挙公報は多くの有権者が接触する媒体となっている。明るい選挙推
進協会による意識調査の結果では、2016年参院選で「見たり聞いたりしたもの」
として選挙公報を挙げた回答者の割合は38.6パーセント（複数回答。N＝2004）
であった4）。ここで用いる調査結果では、インターネット・ユーザーの選挙公
報との接触率はそれよりも高いことが示されている。
2 ．媒体別の接触状況
　続いて、どのような媒体で選挙公報と接触したかを検討する。選挙公報との
接触経験があったと回答した上記の717人のうち、インターネット上での選挙公
報接触経験者の割合は49.2パーセント（どの媒体で接触したかについて「忘れ
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た」と回答した 9 人をのぞく708人中348人）である。ネットでの選挙公報接触
経験者を「ネットのみで選挙公報に接触した人」と「ネットと紙媒体の両方で
接触した人」の 2 つのグループに分けてみれば、前者の割合は54.1パーセント
（348人中188人）、後者は45.9パーセント（348人中160人）となっていた。
　一方、紙媒体のみでの接触者は50.8パーセント（708人中360人）であった。
紙媒体のみでの接触者の割合がやや高くなっているものの、対象となる回答者
のほぼ半数がネットで選挙公報を見ていたことになる。比較対象となるような
同種の調査結果は利用できないが、ネットで選挙公報に接触した人の割合は低
くはないともいえる。
Ⅳ　どのような人が選挙公報と接触したのか・しなかったのか
1 ．選挙公報接触者についての分析
　それでは、選挙公報と接触したのはどのような人であったのか。特に、その
年齢に焦点を合わせて検討する。2016年参院選では選挙権が20歳から18歳へと
引き下げられ、10代有権者の投票率やその投票行動に注目が集まった5）。ここ
でも、10代回答者が選挙公報とどのように接触していたのかが注目される。表
1 には、選挙公報との接触形態を「紙媒体のみ」「インターネットのみ」「ネッ
トと紙媒体の両方」の 3 つのタイプに分類し、それらと世代との関連について
示した。
　明らかに、若い世代ほどネットでの接触経験が多くなる傾向が見られる。特
に、2016年参院選から新たに有権者として加わった10代（18および19歳）では、
「インターネットのみ」と「ネットと紙媒体の両方」を併せた割合は約63パーセ
ントと全世代の中で最も高くなっている6）。一方、60代以上では、「インターネ
ットのみ」と「ネットと紙媒体の両方」を併せたネットでの接触経験者の割合
は36.8パーセントと最も低い。これらは予想された結果ともいえる。
　ネットのみで接触した人に注目すると、その割合は世代が若くなるにつれて
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増加する傾向がある。10代でその割合は41.3パーセントと最も高くなっており、
最も低かった60代の17.6パーセントを20ポイント以上も上回っている。若い世
代ほどインターネットを積極的に利用しているが、紙媒体との接触は消極的で
あるという一般的な予想と合致する結果といえる。
　2016年参院選で注目された10代有権者を、18歳と19歳の 2 グループに分けた
結果についても見ておく。表 2 に示されているように、ネットのみで接触の割
合が最も高かったこと、紙媒体のみで接触の割合がそれに次ぎ、ネットと紙媒
体の両方での接触が最も低い割合となっていることは、18歳と19歳の双方に共
通してみられる特徴である。双方の間には、10パーセント水準でも統計的に有
表 1 　選挙公報との接触形態と世代との関係
10代 20代 30代 40代 50代 60代以上
紙媒体のみ
45 47 59 54 76 79
37.2％ 42.0％ 52.7％ 49.1％ 59.4％ 63.2％
ネットのみ
50 40 29 24 23 22
41.3％ 35.7％ 25.9％ 21.8％ 18.0％ 17.6％
紙・ネット両方
26 25 24 32 29 24
21.5％ 22.3％ 21.4％ 29.1％ 22.7％ 19.2％
計
121 112 112 110 128 125
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
表 2 　10代回答者による選挙公報との接触形態
18歳 19歳
紙媒体のみ
20 25
40.0％ 35.2％
ネットのみ
21 29
42.0％ 40.8％
紙・ネット両方
9 17
18.0％ 23.9％
計
50 71
100％ 100％
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意な差は見いだされなかった。総務省が実施した全数調査では、2016年参院選
における18歳有権者の投票率は51.28パーセント、19歳は42.30パーセントと18
歳の方が高くなっている。選挙公報との接触形態に関しては、18歳と19歳との
間にはそれほどの違いはなかったといえる。
2 ．インターネットでの選挙公報非接触者についての分析
　先述のように、選挙公報との接触経験があった人のうち、50.8パーセント
（708人中360人）が紙媒体のみでの接触者、すなわちインターネットでの接触経
験がなかったと回答した人たち（以下「ネット非接触者」と略記する）であっ
た。本節では、このネット非接触者を主たる対象として分析を行う。
　まずネット非接触者がインターネットで選挙公報を読まなかったのはなぜな
のか、という問題を取り上げる。インターネットではなく紙媒体では選挙公報
と接触しているのだから、選挙公報との接触がまったくなかった人たちと比較
して、選挙自体への関心は相対的にはそれほど低くはないであろうと推測でき
る。そのため、選挙に対する関心のなさが、ネットでの接触がなかったことと
強く関連しているとは考えにくい。
　そこで、考えられる理由の 1 つとして、そもそもインターネットで選挙公報
が読めることを知らなかったということが挙げられる。これに関して、調査で
は紙媒体のみでの接触者に対してインターネットで選挙公報を読めたことを知
っていたかどうかについての質問を行っている7）。その結果、68.6パーセント
（360人中247人）が「知らなかった」と回答した。2012年12月の衆院選でインタ
ーネットでの選挙公報提供が実施されてから、2016参院選は 4 回目の国政選挙
となる。また、国政選挙のみでなく、地方選挙でもネットでの選挙公報提供が
行われているケースがある。このような状況にもかかわらず、 7 割近いインタ
ーネット・ユーザーが「知らなかった」と回答していることは、この施策が十
分には周知されていないことを示唆しているともいえる。
　インターネットでの選挙公報提供を知らなかったと回答したのは、どのよう
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な人たちだったのか。ここでは年齢に注目する。「知らなかった」と回答した人
たちの平均年齢は42.4歳であった。それに対して、「知っていた」と回答した人
たちの平均年齢は47.6歳である。両グループの平均年齢には、統計的にも 1 パ
ーセント水準で有意な差が認められた。
　世代別でも見てみよう。図 1 には、回答者を10代から60代以上の 6 つのグル
ープに分けた上で、ネットでの選挙公報提供を知っていたかどうかについての
回答結果を示している。「知らなかった」と回答した人の割合が最も高かったの
は10代であった。「知らなかった」という回答の割合が80パーセントを超えてい
る。それに続くのが20代で、74.5パーセントであった。それに対して「知らな
かった」の割合が最も低かったのは60代以上であり、その値は57.0パーセント
となっている。50代における「知らなかった」の割合が30代および40代と比較
してやや高くなっていることを除けば、若い世代ほどネットでの選挙公報提供
を知らない割合が高くなるとの傾向が示されている。
　若い世代における投票率の低さは、その世代の選挙自体への関心の低さをも
表すと考えられる。上記の結果は、一般的な投票率の数字等に表されているよ
うに、若い世代ほど選挙への関心が低く、それゆえに選挙公報との接触度合い
84.4
74.5 67.8 66.7 69.7
57.0 
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
10代 20代 30代 40代 50代 60代以上
（％：N＝360.）
図 1 　選挙公報のネット提供を知らなかった人の割合（世代別）
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も低いであろうとの予想を支持する結果であるともいえる。しかしながら、先
述のように、ここでの分析対象となっているのが、「紙媒体の選挙公報との接触
経験があるがネットでの接触経験はない」と回答した人たちであることにも注
意すべきである。すなわち、紙媒体の選挙公報を読むような人であっても、若
い世代ほどインターネットで選挙公報が読めることを知らなかったことになる。
　それでは、選挙公報をインターネットで読めることを「知らなかった」と回
答した人たちが、仮にそのことを知っていたならばどのように行動していたの
か。これについて、われわれの調査では「知らなかった」と回答した人たちを
対象として、2016年参院選の選挙公報がインターネットで掲載されていること
を知っていたならば、インターネットでそれを読んでいたかどうかをたずねて
いる。この質問に対して、「読んでいたと思う」との回答は47.8パーセント（247
人中118人）とほぼ半数であった8）。
　世代別に見ればどうか。表 3 が示すように、概ね若い世代ほど「読んでいた
と思う」の割合が高くなる傾向が見られる。「読んでいたと思う」と回答した割
合は10代で最も高く63.2パーセントとなっている。それに続くのが、20代の54.3
パーセントである。上記のように、若い世代ほど選挙公報のインターネット提
供を知らない傾向が見られる一方で、知っていれば読んだと回答する割合も若
いほど高いことになる。これらの結果は、若い世代への周知の仕方が重要であ
表 3 　インターネットでの選挙公報提供を知っていたら読んでいたか（世代別）
10代 20代 30代 40代 50代 60代以上
読んでいたと思う
24 19 16 12 28 19
63.2％ 54.3％ 40.0％ 33.3％ 52.8％ 42.2％
読んでいなかったと思う
8 7 9 5 4 15
21.1％ 20.0％ 22.5％ 13.9％ 7.5％ 33.3％
どちらともいえない
6 9 15 19 21 11
15.8％ 25.7％ 37.5％ 52.8％ 39.6％ 24.4％
計
38 35 40 36 53 45
100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
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ることを示唆している。
Ⅴ　選挙公報に接触した理由
　本章では、インターネットで選挙公報に接触した人たちが、どのような理由
でそれを行ったかについて検証を行う。対象とするのは、インターネットのみ
か、それともインターネットと紙媒体の両方かにかかわらず、インターネット
での選挙公報との接触経験を有していると回答した人たち（348名）である。
2016年参院選時に実施した調査には、「あなたが選挙公報をインターネットで見
た理由は何だったのでしょうか。」との質問が含まれており、複数回答可として
回答を求めている。その結果を示したのが図 2 である。
　特に割合が高かったのが、「候補者がどのような考えを持っているかを知りた
かった」（42.2パーセント）および「政党がどのような考えを持っているかを知
りたかった」（39.7パーセント）の 2 つである。それと比較して、より直接的な
投票意思決定を目的する接触を表す「投票先を決めるときの参考にしようと思
31.6
6.9
23.9
29.0
39.7
42.2
0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0
インターネットでは手軽に読める
紙の選挙公報を手に入れることが
できなかった
比例での投票先を決めるときの参
考にしようと思った
小選挙区での投票先を決めるとき
の参考にしようと思った
政党がどのような考えを持ってい
るかを知りたかった
候補者がどのような考えを持って
いるかを知りたかった
（％：N＝348．複数回答あり）
図 2 　ネットでの選挙公報接触理由
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った」との回答は、小選挙区と比例のどちらの投票についても20パーセント台
とやや少ない。また、「インターネットでは手軽に読める」というオンライン上
でのアクセスの利便性を理由とする接触が、31.6パーセントと比較的高い割合
を示していることも特徴的である。
　世代別ではどうなっているのか。表 4 に示されているように、全体的に見て
世代間に接触理由についての明確な違いが現れているわけではない。候補者や
政党がどのような考え方を持っているかを知るためとの理由については、各世
代において差はほとんどない。10代と60代以上とを比較しても、割合はほぼ同
じレベルである9）。
　投票意思決定のために接触したとの理由については、年齢が上がるほど回答
割合が高くなる傾向が見いだせる。ただし、例外的に20代の割合は、全世代の
中でもやや高い。これに関し岡本（2017）では、2016年参院選時に実施された
調査に基づいて、候補者によるツイートについては、20代回答者が他の年齢層
と比較して、投票意思決定を目的とした接触を行う傾向が強かったことが明ら
かにされている（p.156）。ここで示した選挙公報との接触目的についての調査
結果と、類似した結果といえる。その一方で、候補者ウェブサイトおよび
Facebookでは、投票意思決定を目的とする接触は10代回答者で比較的多かった
（pp.155－157）。インターネットでの選挙公報との接触に関して、なぜツイート
と同じような傾向が見いだせるのか、またウェブサイトおよび Facebook とは
異なった傾向が現れている理由は何なのかについては、現時点では明らかでは
ない。今後の課題となる。
　続いて、選挙公報との接触の形態と接触目的との関係に注目する。ここでは
インターネットでの選挙公報との接触形態を、「ネットのみで選挙公報と接触経
験あり」と回答した人と「ネットと紙の両方で選挙公報と接触経験あり」と回
答した人の 2 グループに分割する。その上で、接触理由にグループ間で違いが
あるかどうかを検討する。
　結果は図 3 で示した。すべての項目において、「ネットと紙の両方で接触」し
12
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たグループの割合が、「ネットのみで接触」したグループのそれを上回ってい
る。詳細な結果は省略するが、いずれの項目においても 2 つのグループ間には
1 パーセント未満の水準で有意な差があることが示された。後述するように、
表 4 　選挙公報への接触目的と世代との関係（N＝348．：複数回答）
10代 20代 30代 40代 50代 60代以上
候補者がどのような考えを持
っているかを知りたかった
25 28 22 21 25 26
17.0％ 19.0％ 15.0％ 14.3％ 17.0％ 17.7％
政党がどのような考えを持っ
ているかを知りたかった
24 24 22 16 25 27
17.4％ 17.4％ 15.9％ 11.6％ 18.1％ 19.6％
小選挙区での投票先を決める
ときの参考にしようと思った
13 24 11 13 19 21
12.9％ 23.8％ 10.9％ 12.9％ 18.8％ 20.8％
比例での投票先を決めるとき
の参考にしようと思った
12 14 9 15 17 16
14.5％ 16.9％ 10.8％ 18.1％ 20.5％ 19.3％
紙の選挙公報を手に入れるこ
とができなかった
4 4 3 5 3 5
16.7％ 16.7％ 12.5％ 20.8％ 12.5％ 20.8％
インターネットでは手軽に読
める
20 20 13 24 24 9
18.2％ 18.2％ 11.8％ 21.8％ 21.8％ 8.2％
31.3
40.6
37.7
38.1
68.7
59.4
62.3
61.9
0.0 20.0 40.0 60.0 80.0
比例での投票先を決めるときの参
考にしようと思った
小選挙区での投票先を決めるとき
の参考にしようと思った
政党がどのような考えを持ってい
るかを知りたかった
候補者がどのような考えを持って
いるかを知りたかった
紙・ネット両方 ネットのみ
（％：N＝348）
図 3 　選挙公報への接触形態と接触目的の関係
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インターネットのみで選挙公報に接触することと比較して、インターネットと
紙媒体の両方で接触することは、より高い積極性を必要とする行動であると一
般的には考えられる。ここでの結果は、投票先を決めるための手がかりを強く
求める人ほど、複数の媒体で選挙情報と接触する傾向があることを示唆してい
る。このような情報取得への積極性が投票参加とも関係があるかどうかについ
ては、次章で検証を行う。
Ⅵ　選挙公報との接触形態が投票参加に及ぼす影響
　選挙公報との接触は、有権者に対して何らかの影響を及ぼしたのか。また、
インターネット上か、それとも紙媒体か、といった接触形態の違いによって、
その影響に違いはあったのか。Strandberg（2014）やSudulich,WallandBaccini
（2014）といった先行研究は、インターネットを通じた選挙情報との接触が有権
者の投票行動に影響を及ぼすと指摘する。また、（紙媒体の）選挙公報との接触
が有権者に及ぼした影響については、三宅・木下・間場（1967）や綿貫（1986）
などの研究が行われてきた10）。これらの諸研究に対して、本研究はインターネ
ットを通じた選挙公報との接触が有権者に対して及ぼす影響を取り扱っている
という点で新規性を有する。ここでは特に、投票参加を促した影響に焦点を合
わせて検証を試みる。
　最初に、選挙公報との接触が投票参加の有無とどのように関係していたかに
注目する。著者による調査のサンプルでは、2016年参院選で「投票に行った」
と回答した人が占める割合は84.7パーセントである。実際の投票率は54.70パー
セント（比例代表では54.69パーセント）であった。世論調査での「投票に行っ
た」との回答割合が、実際の投票率と乖離することが多いことはよく知られて
いるが11）、ここではその差がやや大きなものとなっている。先述のように、調
査対象がインターネット・ユーザーに限定されていたことが、このような結果
をもたらしたとも考えられる。
14
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　サンプルがこのような特徴を有していることに留意した上で、選挙公報との
接触の有無と投票参加との関係について見ていこう。表 5 は、紙媒体かネット
上かを問わず、選挙公報との接触経験がある人はそうでない人と比較して、投
票に行く傾向があったことを示している。両者の間には、 1 パーセント未満の
水準で有意な違いがあった（χ2＝42.07）。小林（2008）は2007年参院選に関し
て東京都選挙管理委員会が実施した有権者調査の結果を用いて、選挙公報を読
んでいる有権者ほど投票に参加した傾向があったことを示した。ここでも、同
様の結果が得られている。
　さらに、選挙公報との接触手段の違いにも注目する。前章では、紙媒体とイ
ンターネットの両方で接触を行った人たちは、インターネットのみで接触した
人と比べて、投票意思決定を目的とする接触を行ったとの結果が示された。接
触手段の違いが、投票参加にも影響を及ぼしているかどうかがここでの関心と
なる。これに関し、Zaller（1992）は、メディアを通じて積極的に情報獲得行動
を行う人ほどメディアによる情報から影響を受けやすい傾向があると指摘した。
この見方に従えば、各接触形態が要求する情報入手へと至るまでの積極度もし
くは能動性の違いが、投票参加を促す効果の違いにもつながっている可能性が
ある。
　紙媒体の選挙公報についていえば、それとの接触は、ある程度の能動性を必
要とする行為である（境家 2006:52,Song2015:4）。その一方で、インターネ
表 5 　選挙公報との接触と投票参加との関係
選挙公報接触 あり なし
投票
640 210
89.3％ 72.9％
棄権
77 78
10.7％ 27.1％
計
717 288
100％ 100％
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ットでの選挙公報との接触にも、一定の能動性が必要と考えられる。テレビな
どと比較して、インターネットによる情報収集行動自体の能動性が高いからで
ある。もっとも、紙媒体とインターネットのどちらが、接触においてより高い
能動性を要求するかについては一概にいえない12）。これらに対して、紙媒体と
インターネットの両方で接触を行うことは、どちらか一方だけで接触すること
よりも能動性がより高いと一般的には考えられる13）。以上のことから、紙媒体
とインターネットの両方で接触した人の方が、どちらか一方のみで接触した人
よりも影響を受けた可能性が高いと予想できる。
　これについて確かめるために、選挙公報との接触の仕方を「ネットのみで選
挙公報と接触経験あり」「ネットと紙の両方で選挙公報と接触経験あり」「紙媒
体のみで選挙公報と接触経験あり」の 3 つのタイプに分けた上で、各々のタイ
プと投票の有無との関連について検討する。両者の関係は表 6 に示した。 3 つ
のタイプのいずれにおいても、「投票した」との回答割合が「投票しなかった」
のそれを上回っている。その割合が最も高かったのは、「ネットと紙の両方で選
挙公報と接触経験あり」のグループであった。インターネットと紙の 2 つの媒
体で選挙公報を見ている人は、それだけ選挙への関心も高いであろうと考える
ならば、この結果は意外ではない。これに対し、最も低かったのは「ネットの
みで選挙公報と接触経験あり」のグループである。「ネットと紙の両方で接触」
したグループとの差は、10ポイントを超えている。
表 6 　選挙公報接触形態と投票参加との関係
選挙公報接触形態 紙媒体のみ ネットのみ 紙・ネット両方
投票
324 157 152
90.0％ 83.5％ 95.0％
棄権
36 31 8
10.0％ 16.5％ 5.0％
計
360 188 160
100％ 100％ 100％
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　ただし、この結果は、選挙公報との接触形態の違いが投票参加に対して異な
った影響を及ぼしていることを必ずしも示すものではない。われわれの調査で
は、若い世代ほど投票に行く割合が低かったとの結果が示されている14）。これ
は、日本の選挙における一般的な傾向と同様である。また、先に示したように、
ネットのみで選挙公報に接触した人の割合は、若いほど高くなる傾向があった。
それゆえ、選挙に行ったと回答した人の割合が「ネットのみで選挙公報と接触
経験あり」のグループで最も低かったことは、選挙公報との接触よりも年齢と
の関連がより強かったという可能性をも示唆している。
　もっとも、上記の結果は、単に選挙公報との接触の有無と投票との関係を示
したものであり、選挙公報との接触が投票を促した効果を直接的に示すもので
はない。これに関して、われわれの調査には「あなたが選挙公報を読んだこと
によって、何らかの影響を受けましたか。また、影響を受けたとすれば、それ
はどのような影響だったのでしょうか。」との質問が含まれている。これに対す
る回答を、選挙公報との接触から受けたより直接的な影響と見なして検討を進
めることとする。調査票には上記の質問に対する回答の選択肢として、「投票に
行こうという気持ちになった」が含まれている（複数回答可）。回答者がこの選
択肢を選んだ場合に、選挙公報との接触によって投票参加が促されたと見なす
ことにする。
　表 7 には、選挙公報との接触形態の違いと、接触によって「投票に行こうと
表 7 　選挙公報接触形態と「投票する気になった」かどうかの関係
投票する気になった 紙媒体のみ ネットのみ 紙・ネット両方
はい
50 28 42
13.9％ 14.9％ 26.3％
いいえ
310 160 118
86.1％ 85.1％ 73.8％
計
360 188 160
100％ 100％ 100％
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いう気持ちになった」との回答結果との関係をクロス表で示した。全体的には、
3 タイプのいずれの接触形態でも、選挙公報を見たことによって投票が促され
たと思った人の割合はさほど高くないことがわかる。その一方で、タイプごと
に見れば違いを見いだすこともできる。すなわち、「紙のみ接触」と「ネットの
み接触」との間では、「投票に行こうという気持ちになった」の割合は10数パー
セントとほとんど違いはないものの、「紙とインターネットの両方接触」におけ
るその割合は26.3パーセントと、前 2 者と比較して10ポイント以上高くなって
いる。メディアを通じて積極的に情報獲得行動を行う人ほどその情報から影響
を受けやすい傾向があるという Zaller（1992）の見方を支持する結果といえる。
　重回帰分析を用いて、選挙公報との接触形態の違いが及ぼす影響についてさ
らに厳密な検証を行うこととする。従属変数は、選挙公報を読んだことによっ
て「投票に行こうという気持ちになった」と回答した場合を「1」、それ以外を
「0」とする二値変数である。
　ここで最も注目すべき独立変数は、選挙公報との接触形態である。これにつ
いて、「ネットのみ接触」および「紙とインターネットの両方接触」（いずれも、
該当する場合を「1」、該当しない場合を「0」とするダミー変数）の 2 つの変数
を分析に用いる。参照基準は「紙のみ接触」となる。
　これ以外にも、コントロール変数として「政治的関心」「政党支持」「個人的
属性」に関わる変数を独立変数として加えた。「政治的関心」については、「普
段、あなたは政治について、ご家族や友人、あるいは同僚など周囲の人と話し
合ったりすることはありますか」との質問に対する回答を変数として用いる。
回答は「まったくない」「ほとんどない」「あまりない」「少しはある」「ときど
きある」「よくある」の 6 点尺度で行われており、「よくある」の 6 ポイントか
ら「まったくない」の 1 ポイントまで、それぞれ政治的関心が高いほどポイン
トが高くなるように操作化を施した。境家（2006）では日本の有権者調査デー
タを用いた分析によって、選挙情報との接触が投票参加を促す効果は、政治的
関心の低い層ほど強くなる傾向があるとの結果を示している。この結果に従え
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ば、この変数の係数の符号は負となることが予想される。
　政党支持については、それと選挙公報との接触との関係を扱った研究として
Song（2015）がある。そこでは、日本と韓国のデータを用いた分析の結果とし
て、日本においては支持政党を持つ有権者の方が選挙公報との接触傾向は高く
なるが、韓国では逆に支持政党を持たない層の接触傾向が高いことが示されて
いる。選挙公報接触と政党支持との関係を扱った数少ない研究であるが、選挙
公報との接触の有無に対して政党支持が及ぼす影響を検証することが研究目的
となっており、選挙公報との接触が及ぼす効果と政党支持との関係は扱われて
いない。
　これについて参考となるのが、山田（2012）でのスゥイング・ヴォーターに
ついての分析である。スゥイング・ヴォーターとは、「以前の選挙において投票
した政党とは異なる政党に投票するような行動をとる人」を指す（山田 2010）。
2009年衆院選に際して実施された JES（JapaneseElectionStudy）Ⅳ調査のデ
ータを用いた分析では、選挙情報との接触が及ぼす影響について、スゥイング・
ヴォーターと同一政党へ継続的な投票を行った人たちとの間で、何らかの違い
が見いだせるかどうかについての検証が行われている。選挙公報との接触につ
いては、スゥイング・ヴォーターと比較して、同一政党へ継続的な投票を行っ
た人たちの方が、政党の政策内容や候補者の立場などを知る上で役立ったと回
答する割合が高くなっていた（山田 2012:170）15）。スゥイング・ヴォーターに
おける政党支持の強度は、継続的な投票を行う人たちと比較して一般的に低い
と考えられる。それゆえ、スゥイング・ヴォーターと政党支持無し層は、同一
のものとはいえないものの、両者の類似性は高いといえるだろう。このように
考えるならば、政党支持の有無は選挙公報との接触から受ける影響に関係する
と予想できる。
　ここでは、政党支持に関する独立変数として、「支持政党あり」の場合を「1」、
「支持政党なし」の場合を「0」とするダミー変数を分析に用いる。山田（2012）
に従うならば、この変数の係数は負になると予想できる。ただし、山田（2012）
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や Song（2015）とは異なって、ここでは紙媒体のみではなくインターネット上
での選挙公報接触の効果についても検証を行う。また、選挙公報との接触効果
についても、政党や候補者の政策を知る上での有効性ではなく投票参加への影
響に焦点を合わせている。そのため、支持政党を持っていることの効果につい
ては簡単に予想できず、分析も探索的なものになる。
　上記の変数以外にも、回答者の個人的属性についての変数として、年齢およ
び性別（男性を「1」女性を「0」とするダミー変数）の 2 つをコントロール変
数として加えた。
　ロジスティック回帰分析を用いた結果は、表 8 に示されている。最も重要な
独立変数である選挙公報との接触形態について、まず見てみる。インターネッ
トのみ接触変数の係数は負となっているが。10パーセント水準においても有意
表 8 　ロジスティック回帰分析の結果
独立変数 係数
選挙公報接触形態（参照基準：紙媒体のみ）
インターネットのみ
－ .101
（.267）
インターネット・紙媒体両方
.655**
（.245）
政治的関心
.174*
（.080）
支持政党あり（参照基準：支持政党なし）
.213
（.224）
年齢
－ .022**
（.007）
性別
－ .297
（.216）
定数
－1.545**
（.429）
NagelkerkeR2 .074
N 708
*p＜.05,**p＜.01.　カッコ内は標準誤差。
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ではなかった。投票を促す効果に関して、紙媒体のみの接触とインターネット
のみの接触とでは違いがあるとはいえないことになる。それに対し、「紙とネッ
トの両方」は 1 パーセント未満の水準で有意な正の影響を及ぼしていた。紙媒
体のみで選挙公報と接触することと比較して、紙媒体とネットの両方で接触す
ることは投票を促す確率を有意に高めていたことになる。これは、上記の予想
と合致する結果である。
　その他の独立変数の中では、「政治的関心」および「年齢」の 2 つが有意な影
響を及ぼしていた。政治的関心については、関心が高いほど、選挙公報との接
触によって投票が促される確率が高くなることが示された。いわゆる補強効果
説を支持する結果といえる。年齢変数については、係数の符号は負となった。
若いほど、選挙公報との接触が投票を促す確率が高くなることを意味する。今
後の選挙啓発活動にとって、参考となる結果ともいえる。
Ⅶ　おわりに
　以上の分析で明らかになったことは次のとおりである。第 1 に、インターネ
ットで選挙公報に接触した人の割合は比較的高い。施策の実施から2016年参院
選までに約 4 年が経過し、周知が進んだ結果とも考えられる。ただし、本稿で
用いた調査の対象が、インターネット・ユーザーに限定されていることにも留
意する必要がある。
　第 2 に、若い世代ほど、インターネットで選挙公報が提供されていることを
知らないという傾向が見られた。その一方で、ネットでの提供のことを知って
いたならば、選挙公報を読んでいたと回答したと回答した割合も、若い世代ほ
ど高かった。特に、10代と20代でこの割合は高くなっている。これらの世代に
対して、今後いかに周知を行っていくかが選挙啓発活動における課題の 1 つに
なると考えられる。
　ただし、インターネットでの選挙公報との接触を促すことが、投票参加の促
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進に直接つながるとまではいえない。このことにも関連して、第 3 に、選挙公
報との接触が投票参加に及ぼす影響については、紙媒体のみの接触あるいはイ
ンターネットのみの接触と比較して、紙媒体とインターネットの両方で接触し
た方が投票参加の確率は高まるとの結果が示された。選挙情報と接触した媒体
の違いではなく、選挙情報の取得にあたっての積極性の高低が、投票に対して
影響を及ぼしている可能性がある。投票参加の促進のためには、選挙情報提供
のための手段を多様化することだけでは十分でないことを示唆する結果である。
　もっとも、本稿で問題としたのは、選挙公報との「接触があったかどうか」
ということである。選挙公報との接触の程度、すなわち選挙公報をどれだけ詳
しく読んだのかは扱われていない。また、選挙公報を読むことと、その内容を
理解することは同じではない（Song2015:8）。この違いについての分析も、本
稿では扱われていない。これらの分析上の問題を改善することは、今後の課題
として残されている。
＜付記＞
本研究は公益財団法人・電気通信普及財団による平成27年度の研究助成を受けた。ここに記
して感謝いたします。
注
1 ） 本稿は、岡本哲和「インターネットでの選挙公報掲載の実施とその効果に関する研究」公
益財団法人・電気通信普及財団『研究調査助成報告書』2017年、32号、pp.1－9.＜http://
www.taf.or.jp/files/items/747/File/004.pdf＞を基にして加筆・修正を加えたものである。
2 ） 選挙公報のインターネット掲載が行われるようになった経緯については、岡本（2014）を
参照のこと。
3 ） 本調査には、選挙公報の内容をどれぐらい詳しく読んだか、さらにその内容をどれぐら
い理解できたかを問う質問は含まれていない。それゆえ、選挙公報に文字で記載された内
容を読むというよりも、候補者の名前と写真を「ながめた」だけの有権者も調査対象に含
まれている可能性がある。これらのことを踏まえた上で、本稿では選挙公報を「読んだ」あ
るいは「読む」との表現を用いることにする。
4 ） 明るい選挙推進協会『第24回参議院議員通常選挙全国意識調査：調査結果の概要』2017
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年 3 月。＜http://www.akaruisenkyo.or.jp/wp/wp-content/uploads/2011/07/24san_ishiki.
pdf＞2017年 5 月16日にアクセス。なお、同調査では、2016年参院選で候補者の政見放送・
経歴放送をテレビで見たり聞いたりしたと回答した人の割合は44.8パーセント、候補者の
新聞広告を見たと回答した人の割合は30.2パーセントとなっている。
5 ） 選挙権年齢の引き下げへと至った経緯等については、高橋（2015）を参照のこと。
6 ） 選挙公報接触経験について、18歳での割合は60.0パーセント（50人中30人）、19歳のそれ
は64.8パーセント（71人中46人）であった。18歳と19歳との間には、違いはほとんど見出
されなかった。
7 ） インターネットで選挙公報を読めたことを知っていたかどうかについては、紙媒体のみ
での接触者だけに質問を行っている。紙媒体であれネット経由であれ、選挙公報との接触
がまったくなかった人たちのうち、どれぐらいがインターネットでの選挙公報提供を知っ
ていたのか、あるいは知っていた（知らなかった）人たちにはどのような特徴があったの
かは興味深い問題であるが、このような理由からここでは扱うことができない。
8 ）「どちらともいえない」との回答は32.8パーセントであった（247人中81人）。
9 ） 接触目的の違いについて、18歳と19歳との間で何らかの違いがあるかどうかも確かめて
みた。結果は省略するが、大きな違いはなく、すべての項目において統計的に有意な差は
見いだせなかった。
10） 三宅・木下・間場（1967）では、有権者が候補者を知る上で主観的に有効であると見な
したメディアとして、新聞とともに選挙公報が挙げられる割合が高いとの調査結果が示さ
れている（p.691）。それに対し、綿貫（1986）では、JES 調査を用いた分析の結果として、
選挙公報との接触は特定の候補者への投票に対して有意な影響を及ぼしていなかったと指
摘する。
11） 実際の投票率と世論調査結果との乖離の問題については、松林（2015）やBerent,Krosnick
andLupia（2016）を参照のこと。
12） 紙媒体の選挙公報については、新聞折り込みや全戸配布などその配布方法も地方自治体
により異なる。また、国政選挙でのインターネット版の選挙公報は、都道府県の選挙管理
委員会のウェブサイトで提供されることが一般的である。著者の経験では、選挙管理委員
会ウェブサイトにアクセスしても、そこから選挙公報へとどのようにリンクが張られてい
るかがわかりにくい例も存在した。そのような場合でもインターネットで選挙公報を入手
しようとすることは、かなり能動性の高い行動といえる。
13） ただし、紙とネットの両方で接触した理由については調査内容に含まれていない。
14） 2016年参院選で「投票に行った」と回答した人の割合は、60代以上で最も高く93.6パー
セント、続いて50代で88.9パーセント、30代で86.7パーセント、40代で84.4パーセントで
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あった。最も低かったのは10代の74.6パーセントであり、20代では80.3パーセントとなっ
ている。年齢が高いほど投票率が高くなるという傾向が見いだせるが、10代の投票割合が
20代を下回るという点は、2016年参院選での実際の投票率（10代有権者は46.78パーセント、
20代有権者は35.60パーセント）とは異なっている。
15） その理由については、説明が加えられていない。
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